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原子力災害による被災者支援施策パッケージ 

関連施策一覧 

 

※は平成 25 年度予算案に計上されている施策 

１．子どもの元気復活 

 

1 子ども元気復活交付金（福島定住緊急支援等交付金）  復興庁 ※ 

2 遊具の設置や子育てイベントの開催（安心こども基金）  厚生労働省  

3 ふくしまっ子体験活動応援事業（福島県原子力被害応急対策基金） 
被災者生活

支援チーム 
 

4 国立青少年教育施設を活用した「リフレッシュ・キャンプ」 文部科学省 ※ 

5 地域を活用した学校丸ごと子どもの体力向上推進事業 文部科学省 ※ 

 

 

２．子どもの健康・心のケア 

 

（１）健康管理・健康不安対策 

1 県民健康管理調査（福島県民健康管理基金） 環境省  

2 
甲状腺結節性病変有所見率等調査事業（原子力被災者健康管理・

健康調査等委託事業費） 
環境省  

3 福島健康管理拠点の緊急整備（福島健康管理拠点の緊急整備） 環境省  

4 
母乳の放射性物質濃度検査及び新生児聴覚検査（福島県民健康

管理基金） 
環境省  

5 
事故初期ヨウ素等単半減期による内部被ばくの線量評価調

査（原子力被災者健康管理・健康調査等委託事業費） 
環境省 ※ 

6 原子力被災者等の健康不安対策に関するアクションプラン 
環境省等 

関係府省 
 

7 
福島県立医科大学におけるリスクコミュニケーション拠点

の強化（福島県立医科大学におけるリスクコミュニケーション拠点の強化） 
環境省 ※ 

8 
地域における「ふくしま」ブランドの回復活動支援（福島県原

子力被害応急対策基金） 

被災者生活

支援チーム 
 

９ 
医師やスポーツトレーナー等の派遣による児童生徒等の精

神的ストレスや運動不足の解消（学校保健対策支援事業） 
文部科学省 ※ 
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（２）食の安心安全 

1 
食品中の放射性物質に係る安全管理のガイドライン策定及

び検査結果の公表 
厚生労働省  

2 学校給食の安心・安全の確保（学校給食安心対策事業） 文部科学省 ※ 

3 給食用食材の放射性物質検査機器の補助等（安心こども基金） 厚生労働省  

4 食品と放射能に関するリスクコミュニケーション 消費者庁 ※ 

5 
農林水産物、食品等の安全・安心の復元（福島県原子力被害応急

対策基金） 
被災者生活

支援チーム 
 

6 
食品中の放射性物質に係る「検査計画、出荷制限等の品目・

区域の設定・解除の考え方」の決定 

被災者生活

支援チーム 
 

7 （独）国民生活センターによる放射性物質検査機器の貸与 消費者庁  

8 被災４県の地方消費者行政活性化基金への積み増し 消費者庁 ※ 

9 
食品中の放射性物質に係る検査機器の導入支援（保健衛生施設

等設備整備費補助金） 
厚生労働省 ※ 

10 
食品中の放射性物質に係る流通段階の買上調査（食品中の放射

性物質に係るモニタリング検査計画策定推進経費） 
厚生労働省 ※ 

11 
食品の放射性物質汚染状況調査及び食品摂取量調査（食品放射

性物質安全性検証費） 
厚生労働省 ※ 

12 農畜産物等の放射性物質濃度の検査機器整備等支援 農林水産省 ※ 

13 特用林産物安全供給推進事業 農林水産省 ※ 

14 
水産物の放射性物質のモニタリング（放射性物質影響調査推進委

託事業） 
農林水産省 ※ 

15 放射能測定機器の整備（水産業共同利用施設復旧支援事業） 農林水産省 ※ 

 

（３）心のケア 

1 緊急スクールカウンセラー等派遣事業 文部科学省 ※ 

2 被災者の心のケア支援事業（被災地心のケア支援体制の整備） 厚生労働省 ※ 

3 
東日本大震災被災地における女性の悩み・暴力相談事業（東

日本大震災による女性の悩み・暴力に関する相談事業） 
内閣府 ※ 

4 心のケア対策推進事業 文部科学省 ※ 

5 親を亡くした子ども等への相談・援助事業（安心こども基金） 厚生労働省  

6 地域支え合い体制づくり事業 厚生労働省 ※ 
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３．子育て・生活環境の改善 

 

（１）家族の絆維持 

1 原発事故による自主避難者に対する高速道路の無料措置 
復興庁・ 

国土交通省 
※ 

 

（２）住宅 

1 子ども元気復活交付金（福島定住緊急支援等交付金）【再掲】 復興庁 ※ 

2 災害救助法に基づく応急仮設住宅の供与（災害救助費等負担金） 厚生労働省 ※ 

3 
地域の希望復活応援事業（福島原子力災害避難区域等帰還・再生加

速事業） 
復興庁 ※ 

4 コミュニティ復活交付金（長期避難者生活拠点形成交付金） 復興庁 ※ 

 

（３）教育 

1 
被災した幼児児童生徒への就学等支援（被災児童生徒就学支援等

臨時特例交付金） 
文部科学省  

2 学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業 文部科学省 ※ 

― 
ふくしまっ子体験活動応援事業（福島県原子力被害応急対策基金）

【再掲】 

被災者生活

支援チーム 
 

3 復興教育支援事業 文部科学省 ※ 

4 学校施設環境改善交付金 文部科学省 ※ 

5 公立学校施設整備費負担金 文部科学省 ※ 

6 
被災した児童生徒に対する学習支援等のための教職員定数

の加配措置 
文部科学省 ※ 

7 
被災地におけるスクールバス・ボートの購入経費の補助（被

災地通学用バス等購入費補助金） 
文部科学省 ※ 

8 高等学校等奨学金事業（高等学校等奨学金事業交付金） 文部科学省 ※ 

9 国立大学・私立大学の授業料減免等 文部科学省 ※ 

10 (独)日本学生支援機構 大学等奨学金事業の充実 文部科学省 ※ 

11 
高等学校等授業料等減免事業、高等学校等奨学金事業（高校

生就学支援基金） 
文部科学省  

12 私立高等学校等の授業料減免等 文部科学省 ※ 
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（４）就労 

1 被災者雇用開発助成金（特定求職者雇用開発助成金） 厚生労働省 ※ 

2 震災等緊急雇用対応事業（重点分野雇用創造事業） 厚生労働省  

3 福島避難者帰還等就職支援事業 厚生労働省 ※ 

4 
離職者に対する公的職業訓練の実施（離職者等再就職に資する総

合的な職業能力開発プログラムの推進、求職者支援制度等） 
厚生労働省 ※ 

5 事業復興型雇用創出事業（雇用復興推進事業） 厚生労働省  

6 生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業（雇用復興推進事業） 厚生労働省  

7 
震災関連人材育成支援奨励金（成長分野等人材育成支援事業（震災

特例・復興関連分）） 
厚生労働省  

8 ハローワークにおける職業相談・職業紹介等の就職支援 厚生労働省 ※ 

9 特用林産施設体制整備事業 農林水産省 ※ 

10 被災者向け農の雇用事業 農林水産省 ※ 

11 農山漁村被災者受入円滑化支援事業 農林水産省 ※ 

12 被災者営農継続支援耕作放棄地活用事業 農林水産省 ※ 

13 漁業復興担い手確保支援事業 農林水産省 ※ 

 

（５）医療体制整備等 

1 地域医療再生基金（地域医療再生臨時特例交付金） 厚生労働省  

2 地域医療支援センター（地域医療支援センター運営経費） 厚生労働省 ※ 

3 健康診査や健康相談の機会を通じた生活習慣病対策 厚生労働省 ※ 

4 介護基盤緊急整備等臨時特例基金（被災地健康支援事業） 厚生労働省  

5 
(独)福祉医療機構 東日本大震災に係る「災害復旧資金等」

（医療貸付事業） 
厚生労働省 ※ 

6 
がん検診の受診率向上の推進（①がん検診推進事業、②都道

府県健康対策推進事業、③がん対策推進企業等連携事業） 
厚生労働省 ※ 

7 医療保険制度・介護保険制度の特別措置（医療・介護における財政支援） 厚生労働省 ※ 

8 
障害福祉サービス等の利用者負担免除の特別措置（障害福祉に

おける財政支援） 
厚生労働省 ※ 
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４．その他 

 

（１）民間団体の力を活用した支援 

1 ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興支援事業 内閣府 ※ 

2 
地域コミュニティ復興支援事業（緊急雇用創出事業臨時特例基金

（住まい対策拡充等支援事業分）） 
厚生労働省  

3 
ふくしま医療福祉機器開発事業費補助金、国際的先端医療機

器開発実証事業費補助金 
経済産業省  

 

（２）その他 

1 放射線モニタリング 原子力規制庁  

2 
東京電力福島第一原子力発電所の事故により放出された放

射性物質の除染（放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施） 
環境省 ※ 

3 放射線量低減対策特別緊急事業（福島県原子力被害応急対策基金） 
被災者生活

支援チーム 
 

4 
地域づくり支援事業（専門家派遣事業）（地域づくりに関する専

門家派遣支援事業に必要な経費） 
内閣官房 ※ 

5 少子高齢化・環境対応等復興モデル事業費補助金 内閣府 ※ 

6 
株式会社東日本大震災事業者再生支援機構による事業者の

二重債務問題への対応 
復興庁 ※ 

7 個人債務者の私的整理に係る支援事業 金融庁 ※ 

8 
全国避難者情報システムによる避難住民と避難元地方公共

団体の連絡・情報の提供 
総務省  

9 

原発避難者特例法に基づく避難住民等に対する避難先の地

方公共団体による役務の提供等に係る地方負担に対する地

方財政措置 

総務省 ※ 

10 
固定資産税・都市計画税・不動産取得税の課税免除等の特例

（地方税） 
総務省  

11 
自動車取得税・自動車税・軽自動車税の非課税等の特例（地

方税） 
総務省  

12 ＩＣＴ地域のきずな再生・強化事業（被災地域情報化推進事業） 総務省 ※ 

13 地デジチューナー等支援制度（受信機器購入等対策事業費補助事業） 総務省 ※ 

14 東日本大震災法律援助事業 法務省 ※ 

15 日本司法支援センター常勤弁護士の被災地自治体派遣 法務省  

16 
法務省の人権擁護機関による人権擁護活動（震災に伴う人権擁

護活動の充実強化） 
法務省 ※ 

17 
原発事故による警戒区域等からの避難者に対する高速道路

の無料措置 
国土交通省  

 


